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１．はじめに 
 2000 年に介護保険制度が実施されてから 2014 年４月で丸 14 年が経過した。「介護保険
事業状況報告（年報）」（厚生労働省）によれば，この間第 1 号被保険者は 2,224 万人にか
ら 3,094 万人増加している。そして要支援・要介護認定者数は，256 万人から 561 万人へ
と 305 万人も増加している。これは制度自体が定着し，高齢者等が状態の変化に伴い認定
を受けることが一般化してきたためと考えられる。しかし，こうした変化は社会保障の費
用を増大させる要因にもなる。介護費用総額は，2012 年度では８兆 7570 億円で対前年度
比 5,317 億円（6.5％）増という状況である。 
 国は，このように増え続けていく認定者とそれに伴う介護費用の増大等に対応すべく，制度の
持続可能性やサービスの質の向上等の観点から３度にわたって制度の見直しを行ってきた。本稿
では，介護保険法施行後の改正の経緯を概観し，今後の方向性について整理することにする。 
 
２．2005 年改正 
 2003 年３月に介護保険制度実施以降の状況を踏まえ，以降の制度や高齢者介護のありか
たを検討する目的で厚生労働省に高齢者介護研究会が設置された。研究会は同年６月に
「2015 年の高齢者介護」という報告書を発表している。2015 年は第一次ベビーブームに生
まれた団塊の世代が全て 65 歳に達する年で，研究会はそれまでに実現すべきことを念頭
に置き，求められる高齢者介護の姿を描いている。そこでは「尊厳を支えるケアの確立へ
の方策」として，①介護予防・リハビリテーションの充実，②生活の継続性を維持するた
めの新しい介護サービスの体系，③新しいケアモデルの確立：認知症高齢者ケア，④サー
ビスの質の確保と向上を指摘し，制度改正の方向を示した。 
 介護保険制度は，施行後５年をめどに制度の全般的な見直しを行うことが規定されていた。
そこで「2015年の高齢者介護」を踏まえ，2004年に社会保障審議会介護保険部会が設置され「介
護保険見直しに関する意見」が報告された。そのなかで「制度見直しの基本的な考え方」として，
①制度の「持続可能性」，②「明るく活力のある超高齢社会」の構築，③社会保障の総合化が
掲げられた。これを受け，2005年12月に「介護保険法の一部を改正する法律」が可決された。 
改正の主な内容は，①予防重視型システムの確立（新予防給付の創設，地域支援事業の
創設），②施設給付の見直し（居住費用・食費の見直し，低所得者等に対する措置），③新
たなサービス体系の確立（地域密着型サービスの創設，地域包括支援センターの創設，居
住系サービスの充実，医療と介護の連携の強化，地域介護・福祉空間整備等公布金の創設）， 
④サービスの質の確保・向上（介護サービス情報の公表，事業者規制の見直し，ケアマネ 
ジメントの見直し），⑤負担のあり方・制度運営の見直し（第１号保険料の見直し，市町村
の保険者機能の強化，要介護認定の見直し，介護サービスの適正化・効率化）である。 
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３．2011 年改正 
１）改正の経緯 
 2005 年の法改正による新予防給付の創設以降も，要介護（要支援）認定者が増加し，給
付費の増加傾向は続いた。そのような状況のなか，2010 年には厚生労働省の社会保障審議
会介護保険部会において介護保険制度見直しの議論が行われ，「介護保険の見直しに関す
る意見」が取りまとめられた。 
 そこでは，①日常生活圏域において，医療，介護，予防，住まい，生活支援サービスが
切れ目なく，有機的かつ一体的に提供される地域包括ケアシステムの実現，②給付の効率
化・重点化などを進め，給付と負担のバランスを図ることで，将来にわたって安定した持
続可能な制度の構築，を見直しの基本的な考えかたとしている。 
 厚生労働省は，この意見をもとに「介護サービスの基盤強化のための介護保険法の一部
を改正する法律」を 2011 年の通常国会に提出し可決，成立した。 
 
２）改正の概要 
（１） 地域包括ケアシステムの実現に向けて 
 地域包括ケアシステムについては，2005 年の法改正で考え方が示されていたものが本改
正においては具体的なイメージとして表された（図１）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１ 地域包括ケアシステム 
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地域包括ケアシステムは，2009 年３月の『地域包括ケア研究会報告書～今後の検討のた
めの論点整理』で，「ニ―ズに応じた住宅が提供されることを基本にとした上で，生活上の
安全・安心・健康を確保するために，医療や介護のみならず，福祉サービスを含めた様々
な生活支援サービスが日常生活の場（日常生活圏域）で適切に提供できるような地域での
体制」と定義づけられている。そして地域包括ケア圏域としては，「おおむね 30 分以内に
駆けつけられる圏域」を理想的な圏域としている。 
こうした地域包括ケアシステムの構築を図るため，法文上は「国及び地方公共団体は，
被保険者が，可能な限り，住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営
むことができるよう，保険給付に係る保健医療サービス及び福祉サービスに関する施策，
要介護状態となることの予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止のための施策並
びに地域における自立した日常生活の支援のための施策を，医療及び居住に関する施策と
の有機的な連携を図りつつ包括的に推進するよう努めなければならない」（介護保険法第
５条第３項）として加えられている。 
 
（２）24 時間対応の定期巡回・随時対応サービスの創設とサービス付高齢者向け住宅 
 地域包括ケアシステムにおける「医療との連携強化」「介護サービスの充実強化」の具
現化を図るものとして，定期巡回・随時対応型訪問介護看護が創設されることになった
（図２）。これは日中・夜間を通じて，訪問介護と訪問看護を一体的に，又は密接に連携
しながら短時間の定期巡回型訪問と随時の対応を行うもので，実施形態は「介護・看護一
体型」と「介護・看護連携型」の２つがある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２ 24 時間対応の定期巡回・随時対応サービス（イメージ） 
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  また，訪問介護看護での訪問先である「住まい」に関連して，2011 年４月に「高齢者の
居住の安定確保に関する法律の一部を改正する法律」が可決された。これは，従来の高齢
者円滑入居賃貸住宅（高円賃），高齢者専用賃貸住宅（高専賃），高齢者向け優良賃貸住宅
（高優賃）の制度を廃止し，サービス付高齢者向け住宅（サ高住）に一本化を図るもので
ある。サ高住は地域包括ケアシステムの中の「住まい」の一類型であり，定期巡回・随時
対応の介護看護サービスを組み合わせた仕組みによって普及させていくことを意図したも
のである。またこの改正の趣旨は，重度者を含む要介護高齢者を在宅で支えることであり，
増え続ける特別養護老人ホームの待機者の受け皿を整備するという目的もある。 
 
（３）その他 
 上記の他，改正法では地域包括ケアシステムの実現に向けて，介護福祉士や研修を受け
た介護職員によるたんの吸引等の実施，小規模多機能居宅介護と訪問看護など複数の既存
のサービスを組み合わせて提供する複合型サービスの創設，要支援者・二次予防対象者向
けの介護予防日常生活支援のためのサービスを総合的に実施できる介護予防・日常生活支
援総合事業の創設，保険料率増加抑制のための財政安定化基金の取り崩し，保険者機能の
充実等の所用の改正が行われた。 
 
４．2014 年改正 
１）改正の経緯 
 2012 年８月，「社会保障・税の一体改革」の関連法案が成立した。この改革は，社会保障
の充実に向けた制度改革と，消費税増税による必要な財源確保と財政健全化に向けた改革
を一体的に行うことを意図したものである。この議論の最終段階で，同年「社会保障制度
改革推進法」が成立し，制度改革の具体的な審議を行う社会保障制度改革国民会議の設置
を定められた。 
 社会保障制度改革国民会議は 2013 年８月に報告書を取りまとめ，改革の方向性として
「1970 年代モデル」から「21 世紀（2025 年）日本モデルへ」を提唱した。そしてすべて
の世代を給付やサービスの対象とし，年齢ではなくすべての世代が負担能力に応じ相互に
支え合う仕組みを掲げた。介護保険関係では，「地域支援事業の再構築と要支援者に対する
介護予防給付の見直し」「利用者負担や補足給付の見直し」「特別養護老人ホーム入所者の
重点化」「１号保険料の軽減措置」などが提案された。 
 このような方向性の提示を受け，社会保障審議会介護保険部会が 2013 年 12 月「介護保
険の見直しに関する意見」を取りまとめた。そこでは，地域包括ケアシステムの構築と介
護保険制度の持続可能性の確保を基本的な考え方とし，「地域支援事業の見直しと予防給
付の見直し」「低所得者の１号保険料軽減強化」「一定以上所得者の利用料負担の見直し」
「補足給付の見直し（資産の勘案）」等が示された。 
 これを受け厚生労働省は，医療法改正案との一括法案として「地域における医療及び介
護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律案」（医療介護総合確
保推進法案）としてまとめ，2014 年６月に成立した。 
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２）改正の概要 
 医療介護総合確保推進法での介護保険制度の主な改正内容は，地域包括ケアシステムの
構築（サービスの充実，重点化・効率化）と費用負担の公平化（低所得者の保険料負担の
軽減割合の拡大，重点化・効率化）である（図３）。 
 サービスの充実では，「在宅医療・介護連携の推進」を地域支援事業に位置づけることに
なった。「認知症施策の推進」では，認知症地域推進員による相談等を進めるとともに，認
知症初期集中支援チームによる早期診断・対応を進めることになった。さらに，地域包括
ケアシステム実現に向けて重視される「地域ケア会議」が制度的に位置づけられた。 
以上のように制度的な充実を図る一方で，サービスの重点化・効率化では予防給付のう
ち訪問介護・訪問看護について市町村が取り組む地域支援事業に移行されることになった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３ 介護保険制度の改正案の主な内容について 
 
 
さらに，特別養護老人ホームの新規入所者は原則要介護３以上とされ，従来行われてきた
保険給付の対象の絞り込みが行われることとなった。 
 そして費用負担の公平化では，低所得者の保険料軽減割合が拡大される一方で，一定所
得以上の者の自己負担割合が 1割から 2 割へ引き上げられることとなった。また，施設利
用者の食費及び居住費の補足給付支給要件に「資産」を追加し，一定額の預貯金等を保有
する者を支給対象から除外することになった。 
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５．おわりに 
 本稿では，介護保険制度の改正過程を概観し，その特徴について整理してきた。わが国
は少子高齢化の進展とともに，要援護高齢者が増加する一方でそれを支える現役世代が減
少傾向にある。したがって介護保険制度では，介護サービスの質・量の充実が要請される
なかで重点的・効率的な給付のありかたを追求していかねばならない状況にある。その意
味で 2014 年改正は，今後の介護保険のありかたを明示していると考えられる。それは，地
域包括ケアシステムの時代において，「共助（介護保険）」を中心としつつも「自助」「互助」
「公助」の組み合わせが重要で，とりわけ「互助」への期待が大きいということである。 
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